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１．目的 

 沖縄本島中北部において金武町、宜野座村に所在する軍用地は共有地が多く、それらの共有地に

関しては戦前から使用権を持っていた住民によって組織される権利者会が存在し、軍用地料が支払

われている。この報告の目的はそのような背景を持つ軍用地とそこに関わる地域社会の成員が返還

跡地の扱い方にどのような影響をおよぼすかといった観点から調査検討するものである。 

 

２．方法 

 データとしては 2 町村の軍用地についての調査から得られた知見を用いる。まず対象となる軍用

地の存在する町村の役場の担当者や町村内の区（旧字）の区長へのインタビュー調査を行う。また、

先行研究や町村誌・字誌といった資料を基に、軍用地の接収過程と、戦前にまで遡って土地と地域

社会との関わりについて分析する。 

 

３．結果 

 敗戦占領に伴い、個人に所有されていた中南部の土地は米軍によって強制接収され、北部の収

容所に強制移動させられた住民も多い。だが長引く占領下で、中南部における基地経済の発展に

伴う産業の変化や人口移動などによって中南部に人口が集中し、北部の衰退が始まり、金武町・

宜野座村における基地の受け入れが行われることになる。また、2 町村における軍用地のうちかつ

て地域（区・旧字）の共有地であった場所は、接収前その土地の入会権を持つ権者により維持管

理の義務が果たされてきた。その共有地が軍用地に変わり、入会権は軍用地料配分を受ける権利

に変わる。だが、戦後地域の移動や土地所有がより自由になるとともに地域の成員や成員性が変

化し、旧来の住民のみによる権利の維持は難しくなっている。 

 そのような中、金武町は返還跡地について「金武 100 年計画」を立ち上げ宜野座村にも声をか

けているが、宜野座村ではこれまでの返還跡地に関わる事業が不振でもあり慎重になっていると

いう。 

   

４．結論 

 土地所有に関する旧慣が意識の上で今でも続いているように感じられる沖縄において、土地が生

む利益への権利は地域における成員性とも深く結びついていると考えられる。本島中北部における

この 2 町村は、キャンプ・ハンセンなど未返還の広大な軍事施設をなお擁していてその軍用地料に

よる収入は際立って大きい。そうした軍用地の中には返還されてもすぐに効果的な再開発に結び付

きかねる土地の割合もまた大きく、そのことも跡地利用に伴う大きな問題であろう。 
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